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１．貸借対照表 

 

日本医療福祉生活協同組合連合会 

 

 

 

 

科目 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

【流動資産】 1,289,222,464 【流動負債】 447,053,791

現金預金 849,660,896 買掛金 373,044,772

事業未収金 388,973,503 短期リース債務 28,475,372

商品 6,425,716 未払金 20,684,275

貯蔵品 7,300,286 未払法人税等 1,266,800

未収金 3,376,828 未払費用 9,117,313

未収消費税 4,166,021 契約負債 1,115,372

短期リース債権 28,768,392 預り金 1,566,273

立替金 534,054 賞与引当金 11,783,614

前払金 1,085,499 【固定負債】 66,122,662

前払費用 1,461,186 長期契約負債 731,513

貸倒引当金 △2,529,917 長期リース債務 45,166,394

【固定資産】 75,858,773 退職給付引当金 20,224,755

　【有形固定資産】 14,026,241 負債合計 513,176,453

器具備品 9,880,536 （純資産の部）

　減価償却累計額 △8,693,685 1,186,851 【会員資本】 851,904,784

リース資産 1,116,000 出資金 611,700,000

　減価償却累計額 △1,115,999 1 剰余金 240,204,784

レンタル資産 21,312,720 　　法定準備金 56,000,000

　減価償却累計額 △8,473,331 12,839,389 　　任意積立金 120,000,000

　【無形固定資産】 2,132,960 　　　災害支援対策積立金 30,000,000

ソフトウェア 1,460,800 　　　調査活動積立金 13,000,000

その他 672,160 　　　新規事業積立金 3,000,000

　【その他固定資産】 59,699,572 　　　経営支援対策積立金 29,000,000

　　長期未収金 8,966,852 　　　ブロック活動積立金 4,000,000

　　貸倒引当金 △9,241,014 　　　感染症対策積立金 15,000,000

　　長期リース債権 45,693,734 　　　ICT関連準備金 20,000,000

    長期前払費用 334,335 　　　IYC2025準備積立金 6,000,000

　　差入保証金 447,000 当期未処分剰余金 64,204,784

　　関係団体等出資金 2,010,000 （うち当期剰余金） (2,244,487)

　　繰延税金資産 11,488,665 純資産合計 851,904,784

資産合計 1,365,081,237 負債及び純資産合計 1,365,081,237

2025年3月31日現在

（単位：円）

金額



２．損益計算書 

 

日本医療福祉生活協同組合連合会 

   

    

医薬品等供給事業

医薬品等供給高 1,791,644

医薬品等供給原価 1,770,306

医薬品等供給剰余金 21,337

教育研修事業

教育研修事業収益 190,331

教育研修事業原価 159,776

教育研修事業剰余金 30,555

斡旋受託事業

斡旋受託事業収益 72,444

斡旋受託事業原価 60,510

斡旋受託事業剰余金 11,934

リース・レンタル事業

リース・レンタル事業収益 5,094

リース・レンタル事業原価 2,736

　 リース・レンタル事業剰余金 2,358

その他事業収益 920

会費収入 312,968

事業総剰余金 380,072

事業経費

人件費 264,062

物件費 116,397 380,459

事業損失金 387

事業外収益

受取利息及び受取配当金 525

雑収益 2,038

貸倒引当金戻入益 3,218 5,781

事業外費用

雑損失 358 358

経常剰余金 5,036

特別損益

特別損失 949 949

税引前当期剰余金 4,087

法人税等 1,348

法人税等調整額 495 1,843

当期剰余金 2,244

当期首繰越剰余金 61,960

当期未処分剰余金 64,205

(単位：千円）

科　　目

自2024年４月１日　　至2025年３月31日

金　　額



 

３．剰余金処分計算書 

 

2025 年６月 11 日 

 
 

①割戻しは行いません。 

②災害支援対策積立金 5,000,000 円を取り崩します。 

③法定準備金として 1,000,000 円を積み立てます。 

④災害支援対策積立金を 3,000,000 円、ブロック活動積立金を 2,000,000 円積

み増します。 

 
注１ 法定準備金は生協法第 51 条の４第１項にもとづく積立金です。 

注２ 災害支援対策積立金は、大規模災害等が発生した際に支援活動の費用に充当する積立金で

す。 

注３ ブロック活動積立金は、会員生協の専務間の横のつながりを強化するため、ブロックの活

動を強化するための積立金です。 

注４ 次期繰越剰余金には教育事業等繰越金 500,000 円を含んでいます。教育事業等繰越金は生

協法第 51 条の４第４項にもとづく繰越金です。 

 


